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行政改革室



【
公
布
さ
れ
た
条
例
等
の
あ
ら
ま
し
】

●

徳
島
県
事
務
委
任
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
規
則
第
八
十
三
号
）

一

家
畜
改
良
増
殖
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

二

徳
島
県
漁
港
管
理
条
例
の
一
部
改
正
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

三

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

●

徳
島
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
規
則
第
八
十
四
号
）

一

地
方
税
法
及
び
地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

二

租
税
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
所
要
の
整
理
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

三

こ
の
規
則
は
、
令
和
三
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。
た
だ
し
、
一
の
一
部
に
つ
い

て
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。



徳
島
県
規
則
第
八
十
三
号

徳
島
県
事
務
委
任
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
九
月
三
十
日

徳
島
県
知
事

飯

泉

嘉

門

徳
島
県
事
務
委
任
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

徳
島
県
事
務
委
任
規
則
（
昭
和
四
十
二
年
徳
島
県
規
則
第
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る

。
別
表
第
二
の
三
徳
島
県
家
畜
保
健
衛
生
所
の
長
の
項
第
四
号
中
「
第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

地
方
種
畜
検
査
委
員
に
よ
る
立
入
検
査
等
」
を
「
に
関
す
る
次
の
こ
と
。
」
に
改
め
、
同
号
に
次
の
よ
う

に
加
え
る
。

１

第
二
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
家
畜
人
工
授
精
所
の
開
設
の
許
可

２

第
二
十
五
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
家
畜
人
工
授
精
所
の
名
称
等
の
変
更
の
届
出
の
受

理
及
び
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
廃
止
、
休
止
又
は
再
開
の
届
出
の
受
理

３

第
二
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
家
畜
人
工
授
精
所
の
開
設
の
許
可
の
取
消
し
及
び
同
条

第
二
項
の
規
定
に
よ
る
開
設
の
許
可
の
取
消
し
又
は
使
用
の
停
止
命
令

４

第
三
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
家
畜
人
工
授
精
所
の
運
営
の
状
況
の
報
告
の
受
理
及
び

同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
種
畜
の
飼
養
者
等
か
ら
の
報
告
の
徴
収

５

第
三
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
地
方
種
畜
検
査
委
員
に
よ
る
立
入
り
、
質
問
、
検
査
及

び
種
畜
の
精
液
又
は
家
畜
受
精
卵
の
収
去

６

第
三
十
五
条
の
四
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
家
畜
人
工
授
精
用
精
液
又
は
家
畜
受
精
卵
の
回
収

等
の
命
令

別
表
第
二
の
三
徳
島
県
家
畜
保
健
衛
生
所
の
長
の
項
第
十
三
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
四

徳
島
県
農
林
水
産
関
係
手
数
料
条
例
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
手
数
料
の
徴
収
（
委
任
事
務
に

係
る
も
の
に
限
る
。
）

別
表
第
三
個
別
事
項
の
項
第
四
十
一
号
の
７
中
「
第
九
条
」
を
「
第
九
条
第
一
項
」
に
改
め
、
「
許
可

」
の
下
に
「
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
条
件
の
付
加
及
び
同
条
第
三
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
占

用
の
期
間
の
延
長
」
を
加
え
、
同
号
中

を

と
し
、
８
か
ら

ま
で
を
２
ず
つ
繰
り
下
げ
、
７
の
次
に

14

16

13

次
の
よ
う
に
加
え
る
。

８

第
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
甲
種
漁
港
施
設
の
使
用
の
許
可
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に

よ
る
条
件
の
付
加
及
び
同
条
第
三
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
使
用
の
期
間
の
延
長

９

第
九
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
使
用
の
届
出
の
受
理

附

則

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。



徳
島
県
規
則
第
八
十
四
号

徳
島
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
九
月
三
十
日

徳
島
県
知
事

飯

泉

嘉

門

徳
島
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

徳
島
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
徳
島
県
規
則
第
七
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

様
式
第
一
号
の
三
そ
の
一
納
税
通
知
書
裏
面
の
注
意
事
項
第
一
号
、
そ
の
二
納
税
通
知
書
裏
面
、
そ
の

三
納
税
通
知
書
裏
面
、
そ
の
四
納
税
通
知
書
裏
面
、
そ
の
五
納
税
通
知
書
裏
面
の
注
意
事
項
第
一
号
、
そ

の
六
納
税
通
知
書
裏
面
、
そ
の
七
納
税
通
知
書
裏
面
、
そ
の
八
納
税
通
知
書
裏
面
及
び
そ
の
九
納
税
通
知

書
裏
面
、
様
式
第
一
号
の
五
そ
の
二
納
付
書
裏
面
の
注
意
事
項
並
び
に
様
式
第
一
号
の
六
そ
の
一
督
促
状

裏
面
、
そ
の
二
督
促
状
裏
面
及
び
そ
の
三
督
促
状
裏
面
の
注
意
事
項
第
三
号
中
「特

例
基
準
割
合

」
を
「

延
滞
金
特
例
基
準
割
合

」
に
改
め
、
「各

年
の
前
年
に

」
を
削
り
、
「の

規
定
に
よ
り
告
示
さ
れ
た
割
合

」
を
「に

規
定
す
る
平
均
貸
付
割
合

」
に
改
め
る
。

様
式
第
一
号
の
九
の
三
十
五
そ
の
二
の
注
意
事
項
第
四
号
中
「特

例
基
準
割
合

」
を
「還

付
加
算
金
特

例
基
準
割
合

」
に
改
め
る
。

様
式
第
一
号
の
二
十
の
二
の
三
に
備
考
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

備
考
こ
の
通
知
書
は

法
人
の
県
民
税
並
び
に
法
人
の
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
税
又
は
地
方
法

，

人
特
別
税
の
更
正
又
は
決
定
の
通
知
を
す
る
場
合

（そ
の
２
に
定
め
る
法
人
の
県
民
税
並
び
に
法

人
の
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
税
又
は
地
方
法
人
特
別
税
の
更
正

（決
定

）等
通
知
書
に
よ
り

更
正
又
は
決
定
の
通
知
を
す
る
場
合
を
除
く

）に
用
い
る
も
の
と
す
る

。
。

様
式
第
一
号
の
二
十
の
二
の
三
を
様
式
第
一
号
の
二
十
の
二
の
三
そ
の
一
と
し
、
同
様
式
に
そ
の
二
と

し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。



法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第
一
号

二
第
一
項
第
二
号

法
第
七
十
二
条
の

法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第
三
号

加
算
金
額

法
人
税
額

は
個
別
帰
属

法
人
税
額
又

様式第１号の２０の２の３（法人の県民税並びに法人の事業税及び特別法人事業税又は地方法人特別税の更正（決定）等通知書）その２
（第１条の２０関係）

法人県民税・事業税・特別法人事業税更正（決定）等通知書

所 在 地 〒
年 月 日

法 人 名 様

次のとおり更正（決定）しましたので，通知します。
徳 島 県 東 部 県 税 局 長

印徳島県 総合県民局長

事業年度又は連結事業年度 年 月 日から 年 月 日まで

事 業 税
県 民 税

課 税 標 準 税率 税 額
所 得 金 額 又 は 千円 円総 額
個 別 所 得 金 額 の 総 額

所 円 本 県 分
本

得 法 人 税 割 額
県

特 定 寄 附 金
割 税 額 控 除 額

分
外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額
又 は個 別控 除対 象 所得 税額 等相 当額 の控 除額

付
総 額 外 国 の 法 人 税 等 の

加 額 の 控 除 額
価
値 本 県 分 仮 装 経 理 に
割 基 づ く 控 除 額

資 総 額 既 納 付 確 定
法 人 税 割 額

本
本 県 分 租 税 条 約 の 実 施

割 に 係 る 控 除 額

収 総 額 差 引 法 人 税 割 額
入

本 県 分 均 等 割 額割

所 総 額 既 納 付 確 定
均 等 割 額

得
本 県 分 差 引 均 等 割 額割

付
総 額

納 付 す べ き
加 県 民 税 額
価
値 本 県 分
割

資 総 額
本

本 県 分割

収 総 額
入

本 県 分割

合 計 事 業 税 額

特 定 寄 附 金 仮装経理に基づ
税 額 控 除 額 く 控 除 額
既 納 付 確 定 租税条約の実施
事 業 税 額 に 係 る 控 除 額

納 付 す べ き
事 業 税 額

特 別 法 人 事 業 税

課 税 標 準 税率 税 額

法 第 ７ ２ 条 の ２ 第 １ 項 第 １ 号 円 円 法 人 番 号
所 得 割

法 第 ７ ２ 条 の ２ 第 １ 項 第 ２ 号
収 入 割
法 第 ７ ２ 条 の ２ 第 １ 項 第 ３ 号 更 正 ・ 決 定 の 理 由
収 入 割

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額

仮 装 経 理 に 円 既 納 付 確 定
基 づ く 控 除 額 特 別 法 人 事 業 税 額
租 税 条 約 の 実 施 納 付 す べ き
に 係 る 控 除 額 特 別 法 人 事 業 税 額

不申告加算金 過少申告加算金 重 加 算 金

決 定 額 円 円 円

既 決 定 額

納 付 す べ き 加 算 金 額

差 引 合 計 額 円

指 定 納 期 限 年 月 日

東 部 県 税 局注意事項 この処分に不服があるときは，この通知書を受け取つた日の翌日から起算して３か月以内に知事 経由 に審査請求をすることができます。
所管総合県民局

この処分の取消しの訴えは，前記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に県を被告として（知事が被告の代表者となります。）

提起することができます。

なお，この処分の取消しの訴えは，前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないとされていますが，①審査請求があつた日から３か月

を経過しても裁決がないとき，②処分，処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき，③その他裁決を経ないことにつき正

当な理由があるときは，裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。

備考 この通知書は，地方税法第７２条の２第１項第３号に掲げる事業を行う法人（同項第１号又は第２号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う法人並びに同項

第１号に掲げる事業，同項第２号に掲げる事業及び同項第３号に掲げる事業を併せて行う法人を含む。）に対して法人の県民税並びに法人の事業税及び特別法人事業税の更正

又は決定の通知をする場合に用いるものとする。



様
式
第
十
九
号
の
二
の
五
の
十
二
中
「特

例
基
準
割
合

」
を
「延

滞
金
特
例
基
準
割
合

」
に
改
め
、
「

各
年
の
前
年
に

」
を
削
り
、
「の

規
定
に
よ
り
告
示
さ
れ
た
割
合

」
を
「に

規
定
す
る
平
均
貸
付
割
合

」

に
改
め
る
。

様
式
第
十
九
号
の
二
の
五
の
十
九
中
「１

０
０
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は

」
を
「１

０
０
円
未
満

の
端
数
が
あ
る
と
き
は

」
に
、
「特

例
基
準
割
合

」
を
「延

滞
金
特
例
基
準
割
合

」
に
改
め
、
「各

年
，

の
前
年
に

」
を
削
り
、
「の

規
定
に
よ
り
告
示
さ
れ
た
割
合

」
を
「に

規
定
す
る
平
均
貸
付
割
合

」
に
改

め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
令
和
三
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
様
式
第
一
号
の
二
十
の
二
の
三
に
備

考
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
改
正
規
定
及
び
同
様
式
を
様
式
第
一
号
の
二
十
の
二
の
三
そ
の
一
と
し
、

同
様
式
に
そ
の
二
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
改
正
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。



徳
島
県
訓
令
第
十
三
号

庁

中

一

般

東

部

各

局

各

セ

ン

タ

ー

等

各

総

合

県

民

局

徳
島
県
教
育
委
員
会
事
務
局

徳
島
県
人
事
委
員
会
事
務
局

徳

島

県

監

査

事

務

局

徳
島
県
労
働
委
員
会
事
務
局

徳
島
県
収
用
委
員
会
事
務
局

徳

島

県

警

察

本

部

徳

島

県

議

会

事

務

局

徳
島
県
事
務
決
裁
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
九
月
三
十
日

徳
島
県
知
事

飯

泉

嘉

門

徳
島
県
事
務
決
裁
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令

徳
島
県
事
務
決
裁
規
程
（
昭
和
四
十
二
年
徳
島
県
訓
令
第
百
六
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。別

表
第
四
国
保
・
自
立
支
援
課
の
項
部
長
の
欄
第
四
号
の
８
か
ら

ま
で
の
規
定
中
「
第
五
十
四
条
の

10

二
第
四
項
及
び
第
五
項
」
を
「
第
五
十
四
条
の
二
第
五
項
及
び
第
六
項
」
に
改
め
、
同
表
薬
務
課
の
項
部

長
の
欄
第
一
号
の
１
中
「
同
条
第
二
項
」
を
「
同
条
第
三
項
」
に
改
め
、
「
処
分
」
の
下
に
「
（
第
七
十

六
条
の
三
の
二
の
規
定
に
よ
り
麻
薬
取
締
員
が
行
う
も
の
を
含
む
。
）
」
を
加
え
、
同
項
課
長
の
欄
第
一

号
の
５
中
「
同
条
第
九
項
」
を
「
同
条
第
十
三
項
」
に
改
め
、
同
号
の

中
「
及
び
同
条
第
四
項
」
を
「

17

並
び
に
同
条
第
四
項
及
び
第
五
項
」
に
改
め
、
「
収
去
」
の
下
に
「
（
第
七
十
六
条
の
三
の
二
の
規
定
に

よ
り
麻
薬
取
締
員
が
行
う
も
の
を
含
む
。
）
」
を
加
え
、
同
表
畜
産
振
興
課
の
項
課
長
の
欄
第
四
号
の
７

を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

７

第
三
十
四
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
通
知

別
表
第
四
畜
産
振
興
課
の
項
課
長
の
欄
第
四
号
中
８
か
ら

ま
で
を
削
り
、
同
欄
第
二
十
一
号
中
「
第

10

十
条
第
二
項
」
を
「
第
十
一
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同
欄
第
二
十
五
号
の
３
中
「
第
七
十
条
第
二
項
」
を

「
第
七
十
条
第
三
項
」
に
改
め
、
同
表
生
産
基
盤
課
の
項
部
長
の
欄
第
九
号
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

５

第
三
十
九
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
区
域
及
び
物
件
の
指
定

別
表
第
四
生
産
基
盤
課
の
項
部
長
の
欄
第
十
号
中
「
次
の
こ
と
（
」
の
下
に
「
１
、
２
、
４
及
び
５
に

あ
つ
て
は
、
」
を
加
え
、
同
号
中
４
を
５
と
し
、
３
を
４
と
し
、
２
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

３

第
九
条
の
二
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
施
設
の
指
定

別
表
第
四
生
産
基
盤
課
の
項
課
長
の
欄
第
十
二
号
中
７
を
８
と
し
、
６
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

７

第
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
甲
種
漁
港
施
設
の
使
用
の
許
可
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に

よ
る
条
件
の
付
加
及
び
同
条
第
三
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
使
用
の
期
間
の
延
長

別
表
第
四
建
設
管
理
課
の
項
部
長
の
欄
第
三
号
の
１
中
「
第
十
九
条
の
五
」
を
「
第
十
九
条
の
六
第
一

項
又
は
第
二
項
」
に
改
め
、
「
勧
告
」
の
下
に
「
及
び
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
表
」
を
加
え
、
同

号
の
６
中
「
同
条
第
一
項
第
四
号
」
を
「
同
条
第
一
項
第
五
号
及
び
第
六
号
」
に
改
め
、
同
号
中

を
12

13



と
し
、

の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

11
第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
建
設
資
材
製
造
業
者
等
に
対
す
る
勧
告
、
同
条
第
二

12
項
の
規
定
に
よ
る
公
表
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
建
設
資
材
製
造
業
者
等
に
対
す
る
命
令
並

び
に
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
徴
収
及
び
職
員
に
よ
る
立
入
検
査

別
表
第
四
建
設
管
理
課
の
項
課
長
の
欄
第
三
号
中
３
を
４
と
し
、
２
を
３
と
し
、
１
を
２
と
し
、
同
号

に
１
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

１

第
十
九
条
の
六
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
又
は
資
料
の
提
出
の
要
求

別
表
第
四
住
宅
課
の
建
築
指
導
室
の
項
部
長
の
欄
第
十
六
号
の

中
「
第
五
十
二
条
第
一
項
第
六
号
」

15

を
「
第
五
十
二
条
第
一
項
第
七
号
」
に
改
め
、
同
欄
第
二
十
号
中
６
を
９
と
し
、
２
か
ら
５
ま
で
を
３
ず

つ
繰
り
下
げ
、
１
を
４
と
し
、
同
４
の
前
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

１

第
十
条
の
二
十
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
登
録
機
関
の
指
定

２

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
二
級
建
築

士
等
登
録
事
務
の
休
廃
止
の
許
可

３

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
登
録

機
関
の
指
定
の
取
消
し
並
び
に
第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
六
第
二

項
の
規
定
に
よ
る
指
定
登
録
機
関
の
指
定
の
取
消
し
及
び
二
級
建
築
士
等
登
録
事
務
の
全
部
若
し

く
は
一
部
の
停
止
命
令

別
表
第
四
住
宅
課
の
建
築
指
導
室
の
項
課
長
の
欄
第
二
十
四
号
中

を

と
し
、

か
ら

ま
で
を
１

64

65

28

63

ず
つ
繰
り
下
げ
、

の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

27

第
六
十
条
の
二
の
二
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
及
び
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
四

28
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
建
築
審
査
会
へ
の
諮
問

別
表
第
四
住
宅
課
の
建
築
指
導
室
の
項
課
長
の
欄
第
三
十
九
号
の

中
「
実
施
」
の
下
に
「
及
び
第
二

25

十
六
条
の
三
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
七
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
示
」
を
加
え
、
同
25

を
同
号
の

と
し
、
同

の
前
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

40

40

第
二
十
六
条
の
三
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
五
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
事
務
所

38
登
録
等
事
務
の
休
廃
止
の
公
示

第
二
十
六
条
の
三
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の

39
取
消
し
又
は
事
務
所
登
録
等
事
務
の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
停
止
の
公
示

別
表
第
四
住
宅
課
の
建
築
指
導
室
の
項
課
長
の
欄
第
三
十
九
号
中

を

と
し
、

か
ら

ま
で
を

24

37

21

23

13

ず
つ
繰
り
下
げ
、

を

と
し
、
同

の
前
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

20

33

33

第
二
十
六
条
の
三
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
公

32
示
及
び
第
二
十
六
条
の
三
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定

事
務
所
登
録
機
関
の
名
称
若
し
く
は
住
所
又
は
事
務
所
登
録
等
事
務
を
行
う
事
務
所
の
所
在
地
の

変
更
の
公
示

別
表
第
四
住
宅
課
の
建
築
指
導
室
の
項
課
長
の
欄
第
三
十
九
号
中

を

と
し
、

か
ら

ま
で
を

19

31

15

18

12

ず
つ
繰
り
下
げ
、
同
号
の

中
「
実
施
」
の
下
に
「
及
び
第
十
五
条
の
六
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第

14

十
条
の
十
七
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
公
示
」
を
加
え
、
同

を
同
号
の

と
し
、
同

の
前
に
次
の
よ
う

14

26

26

に
加
え
る
。第

十
五
条
の
六
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
五
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
二
級
建
築

24
士
等
試
験
事
務
の
休
廃
止
の
公
示



第
十
五
条
の
六
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
取

25
消
し
又
は
二
級
建
築
士
等
試
験
事
務
の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
停
止
の
公
示

別
表
第
四
住
宅
課
の
建
築
指
導
室
の
項
課
長
の
欄
第
三
十
九
号
中

を

と
し
、

か
ら

ま
で
を

13

23

10

12

10

ず
つ
繰
り
下
げ
、
９
を

と
し
、
同

の
前
に
次
に
よ
う
に
加
え
る
。

19

19

第
十
五
条
の
六
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
公
示

18
及
び
第
十
五
条
の
六
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
試
験

機
関
の
名
称
若
し
く
は
住
所
又
は
二
級
建
築
士
等
試
験
事
務
を
行
う
事
務
所
の
所
在
地
の
変
更
の

公
示

別
表
第
四
住
宅
課
の
建
築
指
導
室
の
項
課
長
の
欄
第
三
十
九
号
中
８
を

と
し
、
７
を

と
し
、
６
を

17

16

と
し
、
５
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

15

６

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
公
示

及
び
第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
登
録

機
関
の
名
称
若
し
く
は
住
所
又
は
二
級
建
築
士
等
登
録
事
務
を
行
う
事
務
所
の
所
在
地
の
変
更
の

公
示

７

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
役
員
の
選
任

及
び
解
任
の
認
可
並
び
に
第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
七
第
二
項
の
規

定
に
よ
る
役
員
の
解
任
命
令

８

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
九
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
事
務
規

程
の
認
可
及
び
変
更
の
認
可
並
び
に
第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
九
第

三
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
事
務
規
程
の
変
更
命
令

９

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
事
業
計
画
等

の
認
可
及
び
変
更
の
認
可

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
二
の
規
定
に
よ
る
監
督
命
令

10

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
徴

11
収
又
は
当
該
職
員
に
よ
る
立
入
検
査
等

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
五
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
二
級
建
築

12
士
等
登
録
事
務
の
休
廃
止
の
公
示

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
取

13
消
し
又
は
二
級
建
築
士
等
登
録
事
務
の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
停
止
の
公
示

第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
七
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
二
級
建
築

14
士
等
登
録
事
務
の
実
施
及
び
第
十
条
の
二
十
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
条
の
十
七
第
三
項

の
規
定
に
よ
る
公
示

別
表
第
六
徳
島
県
東
部
保
健
福
祉
局
長
の
項
第
十
一
号
の
１
中
「
及
び
同
条
第
四
項
」
を
「
並
び
に
同

条
第
四
項
及
び
第
五
項
」
に
改
め
、
同
号
の
２
中
「
同
条
第
二
項
」
を
「
同
条
第
三
項
」
に
改
め
、
同
表

徳
島
県
東
部
県
土
整
備
局
長
の
項
第
四
号
中
３
を
５
と
し
、
同
号
の
２
中
「
同
項
第
四
号
」
を
「
同
項
第

五
号
及
び
第
六
号
」
に
改
め
、
同
号
中
２
を
４
と
し
、
１
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

２

第
十
七
条
の
二
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
認
可

３

第
十
七
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
可

附

則

こ
の
訓
令
は
、
令
和
二
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。


